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小学生における運動器検診の結果と課題

津島　愛子1　・　三村由香里1　・　本田　浩江2

荻原　真菜3　・　桑島　若菜3　・　能海　佳奈3

　児童生徒の運動に関連した現代的健康課題として，運動不足に伴う肥満などの生活習慣病
と運動過多に伴う四肢および脊柱のスポーツ傷害が指摘されている。「運動器の10年」日本
委員会1）は，運動器疾患の罹患率を，６～７％と報告しており，「過度な運動，スポーツに
よる運動器疾患・障害を抱える子どももみられる状況」と指摘している。その流れを受けて，
学校保健安全法施行規則の一部改正により検診項目に「運動器」が加えられ，平成28年度
より幼稚園から高等学校までの学校において運動器検診が義務化された。この検診を通じて，
運動器疾患の早期発見やスポーツ障害を予防することが目指されている。しかし，平成23
年の文部科学省の調査によると内科検診で運動器の検診している学校は，3.2 ～ 4.7％であり
多くの学校で運動器検診は，これまで実施されていない。本研究は，平成27年度に，義務
実施に先行して小学校において運動器検診を行い，実施上の問題点や児童の運動器の現状を
明らかにした。
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Ⅰ．はじめに
　近年，児童・生徒の健康問題として，都市化によ
る空き地などの遊び場の減少，少子化による遊び仲
間の減少，塾や習い事による子どもの生活時間の変
化等により，運動習慣の減少による肥満・運動能力
の低下が指摘されている。一方，専門スポーツ活動
の低年齢化など運動器の未熟な子どもの時期から
偏ったスポーツ活動や過度のスポーツ活動により，
運動器に異常を持つ児童・生徒が増加してきている。
また，４～９歳の子どもの約半数が，週７回以上運
動・スポーツをしている一方，全く運動をしない子
どもが3.7％いると笹川スポーツ財団2）は報告して
いる。これらのことから「運動をする子ども」と「運
動をしない子ども」の二極化傾向および「体力・運
動能力」の二極化も問題視されている。
　「運動器の10年」日本委員会では，平成17年度か

ら将来的に学校における定期健康診断の中で運動器
に関する合理的な検診が可能となるようなモデル的
研究として「学校における運動器検診体制の整備・
充実モデル事業」を開始し，その取り組みは最終年
度である平成22年度には10道府県における事業に
発展した。この事業報告によると，運動器に疾患の
ある子どもは平均6.3％いるとされている。また，
スポーツ振興センターが公表している約30年間の
体育事故件数および児童生徒数の推移によれば，少
なくとも30年前の児童生徒と比較した場合，最近
の児童生徒は，２倍以上の頻度で体育の時間に事故
を起こしている。つまり，運動をするとけがをしや
すい児童生徒が急増していることが示唆されてい
る。だが，適度な運動は成長発育にとって重要なも
のである。従って，子どもの健全な成長のためには，
スポーツ外傷・障害を早期発見し，早期治療につな
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げるだけでなくけがをしにくい体づくりにも取り組
む必要がある。
　このような背景から，平成26年４月30日に文部
科学省による学校保健安全法施行規則の一部改正が
行われ，従来から学校の定期健康診断の項目であっ
た「脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無」に加えて，
平成28年４月１日から「四肢の状態」が必須項目
となった。
　この検診は，成長発達の過程にある児童生徒等の
脊柱・胸郭・四肢・骨・関節の疾病及び異常を早期
に発見することにより，適切な医療や健康教育など
を行うことで，心身の成長・発達と生涯にわたる健
康づくりに結び付けることを目的としている。しか
し，平成28年度から始まる運動器検診の実施方法
や事後措置に必要な基準が確立しておらず，運営は
現場に委ねられている。また，検診医の多くは小児
科・内科医師であり，運動器の専門である整形外科
医がこれまで，学校の定期健康診断に携わることは
少なく，課題が出てくることが予想される。
　そこで本研究では，運動器検診の実施上の問題点
や運動器疾患の現状を把握することを目的とし，義
務実施に先行し，平成27年度に先行して運動器検
診を実施した。そして，今後の実施に向けて取り組
むべき課題を明らかにした。

Ⅱ．言葉の定義
＜運動器検診＞
　 　本研究では，学校での健康診断における，問診
票による事前の調査と運動器機能検査，運動器の
診察によって成長発達の過程にある児童の脊柱・
胸郭・四肢・骨・関節の疾病および異常を早期に
発見することを目的とした検診とする。
＜運動器機能検査＞
　 　本研究で用いた検査項目は，「歩行」「片足立ち」
「しゃがみ込み」「上肢の可動域」「前屈（柔軟性，
側弯）」である。

Ⅲ．対象および方法
１．検診方法
　平成27年度にA小学校の１年生と６年生を対象
（１年生105名，６年生103名）として運動器検診を
実施した。実施方法は「学校における運動器検診体
制の整備・充実モデル事業」を参考に行った。つま
り，あらかじめ問診票を配布し，児童の外傷の既往
歴，運動器の自覚症状，生活習慣，運動習慣につい
て調査した。問診票と運動器機能検査の結果をもと
に，整形外科医である学校医が運動器の診察を実施
した。問診票および運動器機能検査で調査した項目

は，以下の通りである。
⑴　運動器検診問診票の質問項目
　₁外傷の既往歴
　₂運動器の自覚症状
　₃運動器について気になる症状
　₄運動習慣
　₅生活習慣
⑵　運動器機能検査のチェック項目と判定基準
　₁歩行の異常の有無
　₂片足立ち　５秒間片足立ちができるかどうか
　₃ しゃがみ込み　踵を床につけた状態で完全に
しゃがみ込みができるかどうか

　₄上肢の可動域　肘を完全に進展できるかどうか
　₅ 前屈（柔軟性）おじぎをして指先が床につくか

どうか
　₆ 側弯症の疑い　前屈時で肋骨隆起，腰部隆起と
立位時での肩甲骨の高さ，肩の高さ，ウエスト
ラインの位置に左右差があるかどうか

⑶　運動器の診察の内容
　整形外科検診医によって，病院受診勧告者，個別
での保健指導を必要とする者，経過観察者の分類を
行った。病院受診勧告，個別の保健指導の必要性に
ついては，①未治療の運動器疾患とその後遺症，②
未治療の継続する運動器の痛み，③四肢・体幹のア
ライメント（形状）の異常，④疼痛による関節の可
動域の制限の４つの基準により判定した。これらに
該当しない児童は経過観察とした。

２．分析方法
　問診票による，「外傷の既往歴」「運動器の自覚症
状」「運動習慣」「生活習慣」の４分野に合わせて運
動器機能検査・運動器診察の結果について，学年，
性別ごとに比較検討した。問診票と運動器機能検査
の結果の関連を調べるため，χ2検定を行った。全て
について危険率５％未満をもって有意とした。

３．倫理的配慮
　対象児童と，その保護者に対して書面を通じて調
査の目的・方法を説明し調査の参加は任意であるこ
とを説明し協力の是非により学校検診において不利
益は一切生じないことを説明した上で同意を得た。
調査結果は，個人が特定できない様，解析を行った。

Ⅳ．結果
１．運動器検診
　運動器検診は，診察を整形外科医１名，運動器検
査を補助者５名が行い，運動器機能検査，運動器診
察，内科検診を合わせて２時間４秒であり，単純に
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計算すると，児童１人当たり約70秒であった。運
動器診察のみでは，児童１人当たり約41秒であった。
⑴　問診票
₁　外傷の既往歴
　「外傷の経験がない」と答えた児童は全体で74.4％，
「外傷の経験がある」と答えた児童は25.6％であった。
学年で比較すると，６年生が36.3％で１年の15.2％に
対し，有意に多かった（p<0.05）。男女の比較では「外
傷の経験がある」と答えた児童に差はなかった。「外
傷の経験がある」と答えた児童における受傷部位は
「上肢（肩 /上腕 /肘 /前腕 /手関節 /手 /指）」が62.7％
と最も多く，次いで「下肢（指 /足 /足関節 /下腿 /膝 /
大腿 /股関節）」が37.3％，「体幹（腰 /背中）」が0％
であった。
₂　運動器の自覚症状
　「疼痛がある」と答えた児童は全体で15.4％であっ
た。学年で比較すると「疼痛がある」と答えた児童
は６年生では22.3％で，１年生8.6％に比較して有
意に多かった（p<0.01）。男女差は認められなかった。
受傷部位は「下肢」80.8％，「上肢」13.5％，「体幹」
5.8％の順に多く認めた。
₃　運動習慣
　「体操教室など運動の習い事をしている」と答えた
児童は70.7％で，「していない」と答えた児童は
29.3％であった。また，習い事を「している」と答え
た児童において１週間の運動時間は，週に５時間以
上練習している児童24名（16.3％）のうち，外傷経験
のある児童が12名（50.0％）と，５時間未満の練習し
ている児童106名（72.1％）のうち，外傷経験のある
児童24名（22.6％）に比較して有意に多かった（図１）。
₄　生活習慣について
　朝食を毎日食べると答えた児童は，１年生と６年
生ともに98.1％であり，ほとんどの児童が毎日食事を
食べていた。平日１日あたりの睡眠時間は，１年生は，
８～ 10時間が94.3％と大部分であり，７時間未満の
睡眠時間の児童はいなかった。６年生は，７～８時
間と回答している児童が63.1％と最も多く，１年生と
比較し睡眠時間が有意に短かかった（p<0.05）。１日
あたりのメディア視聴時間は，１年生85.7％と６年生
82.5％と共に２時間未満と回答した児童がほとんどで
あった。３時間以上と回答した児童も，１年生は2.9％，

６年生は4.9％に見られた。
⑵　運動器機能検査
₁　歩行
　両学年ともに歩行異常がある児童はいなかった。
₂　片足立ち
　両足共に５秒間片足立ちができる児童を「保持で
きる」，両足どちらもできない児童を「保持できな
い」，どちらか一方できない児童を「片側のみ保持
できない」とした。「片側のみ保持できない」児童
は3.4％，「両側保持できない」児童は1.4％で，学
年や男女間に差は認められなかった。
₃　しゃがみ込み
　しゃがみ込み動作ができない児童は10.1％で，学
年や男女間に差はみられなかった。
₄　上肢の可動域
　肘を完全に伸展できた児童を「制限なし」，伸展
できなかった児童を「制限あり」とした。「制限あり」
の児童は1.4％で，学年や男女間に差はみられなかっ
た。肩の可動域に制限がある児童はいなかった。
₅　前屈
　おじぎをして指先が床につく児童を「床に手がつ
く」，つかない児童を「床に手がつかない」とした。
「床に手がつかない」児童は36.7％であった。学年
で比較すると，「床に手がつかない」児童は６年生
では53.4％，１年生で20.0％で６年生に有意に多
かった（p<0.01）。また，１年生と６年生ともに，
女子よりも男子に「床に手がつかない」児童が有意
に多かった（p<0.01）（図２）。
　また，６年生では「床に手がつかない」児童の
30.9％に疼痛などの運動器に自覚症状があり，「床
に手がつく」児童の自覚症状12.8％と比較し有意に
多くみられた（p<0.05）（図３）。
₆　側弯
　側弯症をスクリーニングする項目については，前
屈時で肋骨隆起，腰部隆起と立位時での肩甲骨の高
さ，肩の高さ，ウエストラインの位置に左右差があっ
た児童を「側弯の疑いがある」とした。「側弯の疑
いがある」児童は1.0％であった。
⑶　整形外科医による診察
　問診票と運動器機能検査に該当した児童は１年生
で50.0％（52/105名），６年生で76.7％（79/103名）
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図１　外傷の有無と１週間の練習時間
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であった。そのうち整形外科医による診察で受診勧
告を行った児童は1.0％（2/208名），個別での保健
指導の対象となった児童は1.9％（4/208名）であっ
た。

２．保健指導・事後措置
⑴　事前指導
　運動器検診の直前に保健指導を５分程度で行っ
た。保健指導は，運動器の働きや，運動器検診の意
義，検査の方法を説明するために行った。また，全
クラスに均一な指導を行うため，DVDを作成し，
それを用いて指導を行った。
　６年生は，健診（運動器検診，内科検診）の時間
内で保健指導を実施した。一方，１年生は健診の時
間とは別に各クラスで保健指導の時間を確保しても
らい実施した。６年生は運動器の成長が活発で，ス
ポーツ障害が起こりやすい時期であるため，代表的
な運動器疾患である骨端症についての説明も行っ
た。骨端症とは，成長に関わる骨端部の骨や軟骨に
発生する阻血性骨壊死のことである。
⑵　事後措置
　病院受診勧告者は養護教諭が口頭と書面で保護者
に報告した。個別での保健指導の対象者には，児童
本人に運動器のセルフチェックやコンディショニン
グの方法を整形外科医が直接指導した。
　また，運動器検診の結果をふまえ，柔軟性を高め
るためのストレッチ講習会を，全児童を対象として
行った。加えて，月に１回程度，運動器検診の結果

と障害を防止するためのストレッチの方法を記載し
た保健だよりを作成・配布した。ストレッチ講習会
は対象学年のみに行い，保健だよりは全学年に対し
て配布を行った。

Ⅴ．考察
　現在行われている内科検診，眼科検診，耳鼻咽喉
科検診，歯科検診はそれぞれの診療専門医が実施し
ており，健康診断や保健指導などの学校保健に整形
外科医が関わる機会は少ない。運動器検診において
も，その他の検診と同様に，専門医が全児童に対し
て，問診票を踏まえ実施することが望ましいと考え
られる。しかし，整形外科医の確保，学校健診内の
時間や場所の確保，予算の問題などから，難しいの
が現状である3）。現行の学校健康診断の中で，運動
器に関する問診調査や運動器を専門としない学校医
による運動器診察を実施することが現実的な方法で
ある。そこで，今回，整形外科医が運動器検診を行
い，児童の運動器疾患の頻度や実施上の課題を明ら
かにすることで，運動器の専門医以外が運動器検診
を行う際の課題について明らかにすることを目的と
した。
　今回行った運動器検診では，診察にかかる時間は
１人当たりおよそ40秒であった。内科検診が１人
当たり30秒であることから，現行の内科検診の２
倍以上の時間を使わなければ，運動器検診を加える
ことはできないことになり時間的な負担が大きいこ
とが分かった。さらに，今回は内科検診と運動器検
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診をそれぞれの専門医が検診を行い，事前に指導を
受けた検診補助者２名が運動器機能検査を同時並行
で実施していることを勘案すると，実際の学校現場
では，今回の時間よりも多く時間費やす可能性が示
唆された。このことから，運動器の検査方法の簡素
化の必要があると思われる。
　学校における健康診断は，疾病をスクリーニング
し健康状態を把握することと，学校における健康課
題を明らかにして健康教育に役立てることという２
つの役割がある4）（図４）。運動器検診についても同
様に考えられ，疾患を未然に防ぐための危険因子を
チェックし健康課題を明らかにする１次予防と，す
でに発症している疾患を早期発見し早期治療につな
げ，児童生徒の健康課題を把握する２次予防の２段
階の役割である。問診票と運動器機能検査に１つで
も運動機能の異常を疑うことに該当した児童は１年
生で50.0％，６年生で76.7％であった。そのうち整
形外科医による診察で受診勧告や専門医による個別
指導の対象となった児童は，約３％であり，この間
に大きな差が認められた。つまり，保健調査や運動
器機能検査で運動器に課題があるものの，医療機関
で専門の検査や治療を必要としない児童がほとんど
であり，柔軟性の低下やバランス力が低いなどの課
題があり，１次予防の対象となる児童が多数いるこ
とを示している。これらの児童は，子どものロコモ
ティブシンドロームに該当し，運動するとけがをし
やすいなど運動器疾患のリスク因子であると考え
る。養護教諭などが学校現場でできる成長段階にあ
わせた柔軟性やバランス力向上のための体操やスト
レッチングの方法など検診結果で把握された健康課
題に対してフィードバックする方法を確立していく
必要性があると考える。特に，今回の結果では柔軟
性が低下している児童が半数近く認められたので，
学校単位での成長段階にあわせたストレッチングな
ど柔軟性を向上する取り組みの必要であると考え
る。一方で，運動器検診においては，専門外の学校

医が実施する可能性が高いことを考慮すると，医療
機関受診の判断基準を明確にしておくことが必要で
あると考えられた。
　また，検診の事前調査とした内科検診と同様に小
学校の場合，保護者に保健調査票で回答することに
なるが，保健調査票からの情報の精度を高めるため
に運動器検診の必要性や方法，問診票の記入の重要
性を保護者や児童生徒に理解してもらうための啓発
活動が必要であることが示唆された。養護教諭は，
運動器の専門とする整形外科医やスポーツトレー
ナーなどと連携しておくことや研修等に参加し，運
動器疾患についての知識・理解を深め，学校におけ
る運動器検診体制の確立をする必要がある。そして，
学校医や教職員に積極的に働きかけ，運動器検診に
ついて理解してもらう機会を作るなど，連携を密に
していくことが望ましい。

１ ．１次予防～健康課題の解明と健康教育の実施～
　問診票により抽出された「外傷の経験がある」ま
たは「運動器に自覚症状がある」児童と，運動器機
能検査のいずれかに該当した児童は６年生に多かっ
た。外傷については生まれてから現在までの年数を
考慮すると６年生に多いのは当然の結果であるもの
の，運動器の自覚症状については，６年生は身長が
急激に伸びる時期であり，骨と筋肉の成長のアンバ
ランスのため柔軟性が低下し，骨と腱の付着部にス
トレスがかかりやすいことと運動の活動の強度も高
くなることなどの発育発達上の要因も考えられた。
　運動器検機能検査で特に有意な差が認められたの
が前屈検査（柔軟性）であった。これも，身長が急
激に伸びる時期における相対的な筋肉の緊張状態が
原因の一つと考えられる。その他の原因としては，
運動過多による筋疲労と，運動不足による筋肉の未
発達があげられる。６年生においては，床に「手が
つかない」児童に運動器に疼痛を訴える児童が多く，
柔軟性と運動器の疼痛には関連があると考えられ
る。吉澤ら5）によると，柔軟性と運動器の障害に関
連があることも示唆されている。運動器の障害予防
のためにストレッチングなど柔軟性を高める対策が
必要である。

２ ．２次予防～疾病のスクリーニングと健康状態の
把握～
　問診票と運動器機能検査により所見があると認め
られた児童のうち整形外科医による診察で運動器疾
患の可能性があるとして病院受診勧告や個別の保健
指導を行った児童は全体の2.4％であった。この頻
度は「学校における運動器検診体制の整備・充実モ

１次予防

•

•

健康課題を明らかにして健康教育に
役立てる

２次予防

バランス・筋力・柔軟性の低下の発見
→保健指導

•疾病をスクリーニングし健康状態を
把握する

•疾患の発見
→受診勧告・経過観察・個別指導

図４　学校における健康診断の役割
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デル事業」における他県の小学生～高校生を対象と
した運動器疾患の推定罹患率6）7）（表１）と近似す
る結果であり，一般的な運動器疾患の頻度を示して
いるものと考えられた。文部科学省の学校保健統計
調査8）より運動器疾患推定罹患率と現行の学校定期
健康診断から分かる疾患の被患率を比較すると，運
動器疾患は齲歯，近視に次いで頻度が高い疾患であ
ると報告されており，頻度の点からも学校の定期健
康診断でスクリーニングする必要があるものである
と考える。
　また，松浦ら9）は，運動器障害の早期発見に対す
る野球検診の有効性において，上腕骨小頭障害を例
にし，検診群では初期が94.9％でありあるのに対し
て，外来受診者では約7割が進行期以上であると報
告している。疾患を初期段階で発見することができ
れば，治療により90％が治癒するという報告もあり，
子どもの運動器の検診による早期発見の意義や必要
性は大きいと考える。

３．運動器検診における啓発活動
　本研究では，問診票調査や運動器検診の結果，個々
の運動習慣や生活習慣，運動器疾患について把握す
ることができた。これらを活用し，子どもが自分の
健康に興味・関心をもち，健康課題に気づくだけで
なく，それを解決，改善していこうとする実践力を
身につけられるように健康教育を行っていくことが
望ましいと考える。
⑴　検診前の啓発活動
　あらかじめ運動器検診の目的や意義・方法を説明
した保健だよりを配付することが有効であると考え
る。事前に運動器検診についての基礎知識をつけて
おくことで，検査当日の保健指導をより効果的に行
うことができる。また，必要な情報を的確に指導で
きるような内容にすることも大切である。検診の際，
養護教諭は，事前に情報を収集し，子どもの健康課
題等の実態に即した保健指導を進めていかなければ
ならないだろう。
　担任教諭に保健指導を行ってもらうようにするな
どして組織的に保健指導を行っていく必要がある。
そのために養護教諭は，職員に対する検診について
の啓発を行ったり，検診の際にどのような指導を行
えばよいか等を明確に指示したりすることが重要と
なる。

⑵　事後措置
　今回の，運動器検診の実施による児童の結果を踏
まえると，専門の治療や検査を必要としないが柔軟
性の低下など運動器に健康課題がある児童に対し
ての保健指導などの取り組みが必要であると考え
る。本研究では，柔軟性に課題があると考えられる
児童が多く認めたので，適切なストレッチング指導
により，子どもの筋柔軟性の改善が期待できるとの
報告10）をもとに，運動器検診を行った全児童に対し，
学校医（整形外科医）がストレッチング指導を行っ
た。
　また，徳村ら11）によると，運動器検診と並行し
て行われた整形外科専門医による生徒および保護者
を対象とする運動器疾患に関する教育講演の結果，
自発的に医療機関を受診する例が増えたという報告
もある。また，運動器検診で運動器疾患を「見つけ
る」のではなく，運動器検診を契機に「気づかせる」
ことが運動器検診を効果的に実施していくうえで大
切であるとも報告している。従って，運動器疾患を
早期発見するためには，児童だけでなく，保護者や
指導者に対する運動器疾患についての積極的な啓発
活動が重要であると考えた。
　以上より，様々な場面での継続的な健康教育・健
康管理が望ましいが，学校医が全て行うのは困難で
ある。さらに，専門医による養護教諭を対象とした
運動器に関する講習会や勉強会は少ないのが現状で
ある。そこでそのような機会を増やすことで，養護
教諭が，運動器や運動器傷害を含めた運動器検診の
豊富な知識と子どもたちに指導できる力を習得でき
ると考える。加えて，養護教諭は，子どもの発育・
発達を経年的に見ており，専門的な立場でもあるた
め，より子どもの実態に即した指導ができると考え
る。
　本研究では，養護教諭が行うことができる保健指
導として保健だよりを活用した。保健だよりでは，
発育期に多い運動器疾患の家庭でもできるチェック
の仕方や，発症予防のストレッチ方法を写真やイラ
スト付きで紹介した。適切な運動習慣を身につける
とともに運動器の柔軟性を高めることで傷害のリス
ク減らせることを伝え，家庭でも運動器の意識が高
まることを目的とした。保健だよりは，継続的な発
行が可能なこと，児童生徒のみならず保護者にも啓
発できること，全校の児童生徒に一斉に指導を行え
ることがあげられる。検診は１年に１回であるが，

表１　他の研究における運動器疾患推定罹患率6）7）

島根県（小学生～高校生）：2005年4898名中約７％ 2006年4738名中約６％
宮崎県（小学生～中学生）：2009年3727名中9.4％ 2010年4223名中10.2％



小学生における運動器検診の結果と課題

− 47 −

継続的にこのような情報を提供することで児童や保
護者に運動器への興味・関心を高め，子どもの運動
器に対する正しい理解が得られると考える。
　平成28年度から運動器検診を開始するにあたっ
て，特に養護教諭は，学校の定期検診を主に運営し
ているので運動器や運動器検診の知識をつけ，教職
員同士の組織体制づくり，保健だより等を上手く活
用した継続的な啓発を中心に，健康教育を重要視し
て検診を進めていく必要があると考える。

Ⅵ．まとめ
　本研究では，平成28年度の検診に先駆けて，運
動器検診を円滑に行うために平成27年度に運動器
検診を実施し運動器疾患の現状と実施上の問題につ
いての把握に努めた。その後，問診票と運動器機能
検査の結果の関連性を調査した。また，検診結果の
適切な評価や活用について検討した。
　検診では，柔軟性が低下している児童が多いこと
が確認でき，特に活動の強度が増え，身長の伸びが
著しくなる時期である６年生は，柔軟性が低下し運
動器に痛みを自覚している児童が多い傾向があっ
た。発育・発達や身体特性，生活習慣や運動習慣な
ど，児童の実態を考慮して保健指導をすることが重
要である。
　本研究で行った運動器検診では，運動器機能検査
と運動器の診察の両方を行った。しかし，平成28
年度からの全国の小中学校，高等学校で実施される
検診では，問診票による事前の調査をもとに必要に
応じて検査・診察を行うため，運動器検診の重要性
を啓発し問診票の記入を促すことが運動器検診の精
度を高めるため重要となる。また，運動器検診は，
ほとんどの学校現場で運動器の専門外の学校医によ
り実施される。専門の医療機関への病院受診勧告の
判断基準や専門の医療機関の検査や治療までは必要
としないが，柔軟性の低下など運動器に課題がある
児童に対しての対応について明確化していく必要が
あると考える。
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